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良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等
の一部を改正する法律の概要（令和３年５月28日公布）改正の趣旨

改正の概要

＜Ⅰ．医師の働き方改革＞

長時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確保のための措置の整備等 （医療法） 【令和６年４月１日に向け段階的に施行】

医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和６年４月１日）に向け、次の措置を講じる。

・ 勤務する医師が長時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成

・ 地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医療機関を都道府県知事が指定する制度の創設

・ 当該医療機関における健康確保措置（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制等）の実施 等

＜Ⅱ．各医療関係職種の専門性の活用＞

１．医療関係職種の業務範囲の見直し （診療放射線技師法、臨床検査技師等に関する法律、臨床工学技士法、救急救命士法） 【令和３年10月１日施行】

タスクシフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関係職種がより専門性を活かせるよう、各職種の業務範囲の拡大等を行う。

２．医師養成課程の見直し （医師法、歯科医師法） 【①は令和７年４月１日／②は令和５年４月１日施行等】 ※歯科医師も同様の措置

①共用試験合格を医師国家試験の受験資格要件とし、②同試験に合格した医学生が臨床実習として医業を行うことができる旨を明確化。

＜Ⅲ．地域の実情に応じた医療提供体制の確保＞

１．新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画への位置付け （医療法）【令和６年４月１日施行】

医療計画の記載事項に新興感染症等への対応に関する事項を追加する。

２．地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の支援 （地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律）【令和３年４月１日施行】

令和２年度に創設した「病床機能再編支援事業」を地域医療介護総合確保基金に位置付け、当該事業については国が全額を負担する

こととするほか、再編を行う医療機関に対する税制優遇措置を講じる。

３．外来医療の機能の明確化・連携 （医療法） 【令和４年４月１日施行】

医療機関に対し、医療資源を重点的に活用する外来等について報告を求める外来機能報告制度の創設等を行う。

＜Ⅳ．その他＞ 持ち分の定めのない医療法人への移行計画認定制度の延長 【公布日施行】

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進する観点から、医師の働き方改革、各医療関係職種の専門性の活用、地域

の実情に応じた医療提供体制の確保を進めるため、長時間労働の医師に対し医療機関が講ずべき健康確保措置等の整備や地域医療構

想の実現に向けた医療機関の取組に対する支援の強化等の措置を講ずる。
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＜背景＞

歯学教育の中で重要な役割を果たしている共用試験について、
歯科医師国家試験の受験資格の要件として歯科医師法上位置
づけることとする。また、共用試験の合格は歯学生が一定水準
の技能・態度のレベルに達していることを担保するものであるこ
とから、共用試験に合格していることを臨床実習において歯科
医業を行うための要件とする。

１ 共用試験合格を歯科医師国家試験受験資格の
要件化

診療参加型の臨床実習において、歯学生がより実践的な実習
を行うことを推進し、歯科医師の資質向上を図る観点から、「共
用試験」に合格した歯学生について、歯科医師法第17条の規定
にかかわらず、大学が行う臨床実習において、歯科医師の指導
監督の下、歯科医療に関する知識及び技能を修得するために
歯科医業を行うことができることとする。

２ 共用試験に合格した歯学生が臨床実習において
歯科医業を行えることを明確化

○ 歯科医師法第17条により歯科医師でないものの歯科医業
は禁じられているところ、歯科医師免許を持たない歯学生が
大学における臨床実習で行う歯科医行為については、その
目的・手段・方法が社会通念から見て相当であり、歯科医師
の歯科医行為と同程度の安全性が確保される限度であれば
基本的に違法性はないと考えられている。

○ 一方で、大学が行う臨床実習について、診療参加型の実習
が十分に行われていない要因として、歯学生が臨床実習で
行う歯科医行為についての法的な担保がなされていないこと
が指摘されている。

＜背景＞

＜改正の内容＞

○ 大学における臨床実習開始前の歯学生の能力を全国的に
一定の水準に確保することを目的として、公益社団法人「医
療系大学間共用試験実施評価機構」が実施する「共用試験」
（臨床実習前OSCE、CBT）については、平成17年から正式に
実施され、現在は、全ての歯学生が受験するなど、大学にお
ける歯学教育の中で臨床実習前に歯学生の知識・技能を試
験する機会として確立されている。

＜改正の内容＞

歯学部

６年

生涯教育（専門医取得等）

1年

入学試験

高等学校 臨床研修診療参加型
臨床実習

歯科医師
国家試験

共用試験
（知識・技能の評価） 臨床研修修了

歯科医師の養成課程

歯科医師養成課程の見直し
歯学生が臨床実習で行う歯科医業の範

囲に関する検討会
（令和４年６月１日）資料を一部改変
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医道審議会歯科医師分科会歯学生共用試験部会

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律（令和３年法律第49 号）により、歯科医師法（昭和23 年

法律第202号）の一部が改正され、歯科医師法第17 条の２第１項において、大学において歯学を専攻する学生であって、当該学生が臨床実習を開始する前に修得

すべき知識及び技能を具有しているかどうかを評価するために大学が共用する試験として厚生労働省令で定めるものに合格したものは、当該大学が行う臨床実習

において、歯科医師の指導監督の下に、歯科医師として具有すべき知識及び技能の修得のために歯科医業（政令で定めるものを除く。）をすることができることとさ

れた。

また、改正後の歯科医師法では、第17 条の２第２項において、厚生労働省令の制定又は改正の立案をしようとするときは、医道審議会の意見を聴かなければな

らないとされている。

このため、医道審議会歯科医師分科会に、大学において歯学を専攻する学生であって、当該学生が臨床実習を開始する前に修得すべき知識及び技能を具有し

ているかどうかを評価するために、大学が共用する試験に関する厚生労働省令の制定又は改正に係る事項や、共用試験を行うに当たり必要な事項等について審

議いただく歯学生共用試験部会を設置する。

趣旨

委員

令和５年度令和４年度

３
月

２
月

１
月

12
月

11
月

10
月

９
月

８
月

７
月

６
月

５
月

４
月

３
月

２
月

1
月

第１回

検討スケジュール

所 属 ・ 役 職氏 名

一般社団法人日本歯科医学教育学会秋山 仁志

歯科医師分科会・歯科医師臨床研修関係有識者一戸 達也

公益社団法人日本歯科医師会尾松 素樹

歯科医師分科会・歯学教育関係有識者久山 佳代

一般社団法人日本私立歯科大学協会櫻井 孝

歯科医師分科会・歯科医師国家試験関係有識者田上 順次

国公立大学歯学部長・歯学部附属病院長会議林 美加子

一般社団法人日本私立歯科大学協会藤井 一維

患者代表堀 恵

歯科医師養成関係有識者前田 健康

歯科医師分科会・歯学教育関係有識者三浦 宏子

第２回
意見（案）とりまとめ

意見公表

共用試験省令
パブコメ

共用試験告示
パブコメ

第３回

（50音順）

令和５年度第２回医道審議会歯科医師分科会
歯学生共用試験部会 参考資料４



公的化後の共用試験に関する意見(令和５年６月 医道審議会歯科医師分科会歯学生共用試験部会)の概要

共用試験はCBTとOSCEで構成される、臨床実習を開始する前の医学生の能力を測る試験であり、公益社団法人共用試験実施評価機構が実施。
歯学部を置く全大学が活用

歯科医師分科会は、令和２年５月、卒前・卒後のシームレスな歯科医師養成に向け、共用試験の公的化と歯学生の歯科医行為を法的に位置づ
けることを提言

令和３年５月に歯科医師法が改正され、厚生労働省令で定める共用試験に合格した歯学生は、臨床実習において歯科医業をすることができる
こととするとともに（令和６年４月施行）、共用試験の合格を歯科医師国家試験の受験資格要件化（令和８年４月施行）

本意見は、公的化後の共用試験の在るべき姿について、現在の試験内容や大学の実施体制等を踏まえつつ、試験の公正性及び受験者間の公
平性を確保するとともに、診療参加型臨床実習の充実を図る観点から検討したもの

（１）合格基準の設定の在り方
・全大学の受験者に共通して適用される統一合格基準を設定。試験実施主体が行う合否判定に対する異議申立て制度を整備

（２）受験機会の確保の在り方
・全大学において、本試験を受験できなかった者及び本試験で不合格となった者を対象とした試験を１回実施
・受験上の配慮を希望する受験者に対し、障害や疾病等の状態に応じて配慮

（３）OSCEの在り方
①課題の数及び種類
・各大学における課題の数及び種類を統一。令和５年度からは６課題を実施
②評価の体制
・評価者養成の取組の充実、認定を受けた者を評価者とすること等により、評価者の能力を向上させるとともに評価の質を保証
・令和８年度までに各試験室に外部評価者を配置することを検討
③医療面接の模擬患者
・模擬患者養成の取組の充実、認定を受けた者を模擬患者とすること等により、模擬患者の能力を向上させるとともに医療面接の質を保証
・ 令和８年度までに、模擬患者を認定を受けた者に限定することを検討

（４）不正行為への対応の在り方
・不正行為が疑われる事案については、事実確認の上、不正行為の性質に応じて適切に対応
・受験者に異議申立ての機会を付与するなど、事実確認は慎重に実施

（５）その他
・令和８年度までに、実施時期を統一することの是非を検討

国及び試験実施主体は、共用試験実施に伴う大学の負担軽減に努めることが必要
国においては、患者・国民や歯学生の指導監督を行う者に対する、歯科医師法改正の趣旨の周知が必要
令和６年度以降も、実施状況や関係者の意見等を踏まえ、共用試験の不断の改善及びこれに伴う大学の負担を軽減するための方策の
検討が必要

令和５年度第２回医道審議会歯科医師分科会
歯学生共用試験部会 参考資料４
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共用試験のこれまでの経緯と今後のスケジュール

歯科医師分科会報告書「シームレスな歯科医師養成に向けた共用試験の公的化とい
わゆるStudent Dentistの法的位置づけについて」

令和２年
５月

「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の
一部を改正する法律」公布

令和３年
５月

歯学生共用試験部会
歯学生共用試験部会
歯学生共用試験部会「公的化後の共用試験に関する意見」

令和５年

３月27日
５月19日

６月30日

厚生労働省令（※１）及び告示（※２）の公布、 共用試験実施機関の公募
共用試験実施機関公募の締切。公益社団法人医療系大学間共用試験実施評価機構
から申請があり、「歯学生共用試験要綱」が提出された

令和５年
11月７日
11月14日

改正歯科医師法の施行（共用試験に合格した歯学生が臨床実習において歯科医業を
行えることを明確化）

令和６年
４月１日

改正歯科医師法の施行（共用試験合格を歯科医師国家試験受験資格の要件化）
共用試験公的化後の新しい臨床実習を経験した歯学生による臨床研修の開始

令和８年
４月

※１「歯科医師法第十七条の二第一項に規定する大学において歯学を専攻する学生が臨床 実習を開始する前に修得すべき知識及び技能を具有しているかどうか
を評価するために大学が共用する試験を定める省令」（令和５年厚生労働省令第138号）
※２「歯科医師法第十七条の二第一項に規定する大学において歯学を専攻する学生が臨床 実習を開始する前に修得すべき知識及び技能を具有しているかどうか
を評価するために大学が共用する試験を定める省令第二条第三項第三号に規定する厚生労働大臣が定める基準」（令和５年厚生労働省告示第301号）


